
１．優秀な外国人研究者を日本に惹きつける制度の実現（p.2～p.9）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

研究者の在留期間を5年とする
運用の確保（p.3）

出入国管理及び難民認定法（第二
条の２）
出入国管理及び難民認定法の一部
を改正する法律（平成18年5月24日
法律第４３号）

研究者の在留期間の上限を５年とする改正入管法が
成立（平成１８年１１月施行）。今後、上記改正出入国
管理法と同時に施行される、事業活動の要件を定める
法務省令に基づき、在留期間を原則5年とする対象と
なる公私の機関が指定されるが、その指定範囲を可能
な限り広くするなど、優秀な外国人研究者を日本に惹
きつける制度の実現に向けた運用を行う。

平成18年11月
以降逐次措置

法務省

研究者の在留資格に係る手続
の簡素化（p.3-4）

出入国管理令施行規則（第二十条、
第二十一条）

現在の申請取次制度に加えて、事務手続きの迅速化
の方策として、郵送手続きの導入、さらには電子申請
への移行についても検討する。

平成18年度検討・
平成20年度結論

法務省

外国人留学生の大学および大
学院における「専攻」と就職後の
「業種」、「職種」の一致要件の
緩和（p.4）

出入国管理及び難民認定法（第二
十条）
出入国管理及び難民認定法第七条
第一項第二号の基準を定める省令

「専攻」と就職後の「業種」、「職種」の一致要件の緩和
と、その周知徹底を図る。

平成18年度以降
実施

法務省

科学技術の振興及び成果の社会への還元に向けた制度改革について（案）
（工程表）

学位取得者の就職活動のため
の滞在期間の一層の延長（p.4-
5）

法務省
出入国管理及び難民認定法（第二
条の二）

在留資格の「特定活動」の一つとして、留学生の卒業
後の就職活動やインターンシップを明確に位置づける
ことを検討する。また、本年3月の出入国管理法運用改
善（就職内定者の採用までの滞在延長）の効果を見据
えつつ、優秀な成績を修め、修士や博士等の高度な学
位を日本で取得し、引き続き本邦での就職を希望する
留学生については、その素行に問題がない限り、在留
期間を現行の180日から諸外国並の1年に延長するよ
う検討する。

平成18年度検討
開始・平成20年度
結論。問題がない
と判断された事項
から逐次実施

資料２（別表）
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

研究者の永住許可要件の緩和
（p.5）

出入国管理及び難民認定法(第二十
二条）
永住許可に関するガイドライン

第3期科学技術基本計画中にある世界トップクラスとし
て位置付けられる研究拠点に招聘される優秀な研究
者や、例えば世界的な賞の受賞者等で、素行、独立生
計に問題がない場合は、在留実績3年でも永住を認め
るよう、制度改革の主旨に沿って運用を更に緩和す
る。

平成18年度以降
逐次措置

法務省

研究者の親への在留資格付与
（p.5-6）

出入国管理及び難民認定法（第二
条の二）

研究者の親へ家族滞在の在留資格が付与できるよう
に、在留資格に係る措置を実施する。

平成18年度措置 法務省

海外の優秀な研究者の訪日を活発化させるために、日
本の大学、独立行政法人、企業等の公私の研究機関
からの申請があり、業績および役職等の要件を満たす
優秀な研究者に対しては、数次有効の短期滞在査証
の発給を原則とするよう運用の明確化を図る。

平成18年度以降
実施

昨年9月、我が国よりABTC交付対象者に研究者を適
用すべき旨をAPECに提案し、現在継続審議中であり、
引き続き早期実現を目指す。

平成18年度以降
措置

二国間租税条約締結の拡大
（p.6-7）

ー

日本は、現在、主要国５６カ国（平成１８年４月現在）と
条約締結済であるが、今後の条約締結交渉に当たって
は、科学技術振興のための、日本と外国の相互の人
的交流の促進や投資交流の促進といった観点等を踏
まえつつ、実状とニーズを総合的に検討し、重要度の
高い国から順次交渉を進めていく。

平成18年度以降
措置

外務省
財務省

研究者への数次有効短期滞在
査証の発給（p.6）

ー 外務省
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

在留資格「企業内転勤」におけ
る活動範囲等の見直し（p.7）

出入国管理及び難民認定法第七条
第一項第二号の基準を定める省令

在留資格「研究」に係る現行の要件を満たしていない
場合でも、「企業内転勤」の形態で本邦の事業所にお
いて在留資格「研究」の活動に従事することを可能と
し、企業に勤務する優れた外国人研究者の来日が促
進されるよう検討する。さらに優良な企業に対しては、
在留許可を得るための申請手続についても合わせて
緩和が図られるよう検討する。

平成18年度検討・
結論

法務省

留学生（「留学」在留資格者）の
資格外活動の緩和（p.7-8）

出入国管理及び難民認定法（第十
九条）
出入国管理及び難民認定法施行規
則（第十九条の二）

優秀な外国人留学生を日本の大学に惹きつけ、その
活動を支援するために、米国その他の諸外国の制度
並びに我が国におけるTA、RAの活動実態について調
査を進め、それらを参考として、大学の責任の下で行う
研究・教育の補助活動であるTA、RAについて、「留学」
資格の活動範囲内として、資格外活動許可をとらなくて
も実施が可能となるよう検討する。

平成18年度検討・
平成19年度結論

法務省
文部科学省

【脱退一時金制度】
厚生年金保険法附則（第二十九条）
国家公務員共済組合法（第十三条
の十）
地方公務員等共済組合法（第二十
八条の十三）

相手国と我が国相互における実状とニーズに応じて、
社会保障協定締結国を拡大すべきである。また、協定
発効の加速化を図るため、国毎に実施特例法を制定
するという従来の手法を改革する必要がある。具体的
には、これまで相当の期間（独は約1年10ヶ月、米は約
1年8ヶ月等）を要していた署名から発効までの期間の
短縮化のため、将来のいずれの国との協定にも対応
可能な包括的な実施特例法を早期に制定する。なお、
脱退一時金制度については、個々の協定の発効に伴
い不要となる措置であるとの観点を踏まえ、協定締結
の進捗状況を見つつ、必要に応じて検討する。

平成18年度以降
逐次措置

外務省
厚生労働省

外国人研究者に対する社会保
障制度の改善（p.8-9）
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２．研究者の流動性を高めるための環境整備（p.10～p.17）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

移動者に不利益を生じさせない
新たな年金制度の構築（p.11）

厚生年金保険法
国家公務員共済組合法
地方公務員等共済組合法
私立学校教職員共済法

今後の被用者年金制度の一元化に係る制度設計にお
いては、官民間移動時の通算措置への対応を検討す
る。

平成18年度以降
検討、平成22年
度結論

財務省
厚生労働省

退職金前払い制度の広範な導
入（p.13-14）

ー

大学及び研究機関（地方公共団体の設置する大学や
国立試験研究機関を除く）並びに民間企業において、
少なくとも新規採用者についてはこうした退職金前払い
の選択肢を利用可能とし、可能な限り既に雇用されて
いる研究者にも適用範囲を広げることを検討する。

平成18年度検討・
平成19年度結論

大学及び研究機
関（地方公共団体
の設置する大学
や国立試験研究
機関を除く）を所
管する各府省

外国人研究者に対する社会保
障制度の改善（再掲）（p.11-12）

【脱退一時金制度】
厚生年金保険法附則（第二十九条）
国家公務員共済組合法（第十三条
の十）
地方公務員等共済組合法（第二十
八条の十三）

相手国と我が国相互における実状とニーズに応じて、
社会保障協定締結国を拡大すべきである。また、協定
発効の加速化を図るため、国毎に実施特例法を制定
するという従来の手法を改革する必要がある。具体的
には、これまで相当の期間（独は約1年10ヶ月、米は約
1年8ヶ月等）を要していた署名から発効までの期間の
短縮化のため、将来のいずれの国との協定にも対応
可能な包括的な実施特例法を早期に制定する。なお、
脱退一時金制度については、個々の協定の発効に伴
い不要となる措置であるとの観点を踏まえ、協定締結
の進捗状況を見つつ、必要に応じて検討する。

平成18年度以降
逐次措置

外務省
厚生労働省
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

年俸制の拡充（p.14） ー

大学及び研究機関（地方公共団体の設置する大学や
国立試験研究機関を除く）並びに民間企業において、
国内及び外国人の優秀な人材を確保し、日本での活
躍を促進するために、業績に連動した給与制度の構築
により、優秀な人材には相応の収入が獲得できる年俸
制の選択肢を設けることを、競争力強化の一方策とし
て検討する。

平成18年度検討・
平成19年度結論

大学及び研究機
関（地方公共団体
の設置する大学
や国立試験研究
機関を除く）を所
管する各府省

インターンシップの拡充（p.16） ー

各大学において、現在主に行われている短期のイン
ターンシップに加えて、より実践的な研究人材を産学協
働で育成する観点から、大学カリキュラムでの単位化
を前提とした、3ヶ月以上の長期インターンシップ体系
の構築を支援し、その普及を促進する。また、インター
ンシップの対象となる人材も、実状とニーズに応じて、
学部生のみならず大学院生まで範囲の拡充を図る。そ
の際、各大学は教育理念・目標などに基づいて教育上
どのようにそれを位置づけるのか、明確にする。なお、
長期インターンシップは、その期間の研究活動および
教育活動が疎かにならないよう十分配慮する。

平成18年度以降
逐次実施

文部科学省

ー

異動によって退職金、年金等の不利益を被らないよう、
大学、独法において兼業、出向、研究休暇に関する制
度を整備する。その際、当該教職員が不在となる間、
当該教職員が所属する機関は、例えば、学生指導や
講義等に関する十分な支援を行うなどの体制を整え
る。

平成18年度以降
早期に実施

ー
各大学等において、兼業、出向、研究休暇制度につい
て、大学教員、独法職員に周知徹底する。

平成18年度以降
早期に実施

大学及び研究機
関（地方公共団体
の設置する大学
や国立試験研究
機関を除く）を所
管する各府省

大学・独法研究者の兼業、出
向、研究休暇制度の整備・活用
（p.16-17）
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３．研究費の公正で効率的な使用の実現（p.18～p.21）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

繰越明許費制度の活用促進及
び周知徹底（p.19-20）

－
繰越事由の要件を現場に周知徹底するとともに、繰越
の運用実態を各機関等が幅広く共有するよう、取組を
進める。

平成18年度実施
競争的資金を所
管する各府省

－
研究費の継続分については、原則年度開始当初に交
付する。

平成19年度から
実施

競争的資金を所
管する各府省

－
厚労科研費について、９月時点で９割以上の交付決定
通知を行うことを目標として、その早急な実現に取り組
む。

平成19年度から
実施

厚生労働省

－

厚労科研費の外部機関への研究費配分事務の移管
（ＦＡ化）についても、利益相反の疑いを招かない公平・
透明なＦＡの在り方の検討を進めつつ、平成22年度の
目途に段階的に業務の移管を推進し、交付時期の更
なる早期化に取り組む。

平成18年度以降
逐次実施

厚生労働省

公正で透明な資金管理体制の
確立（p.21）

－

大学等研究機関においては、経費の管理・監査体制を
整備し、公正で透明な資金管理体制を確立する。
資金配分機関においては、研究費配分ルール作りや
その徹底、研究機関の責任の明確化等を進めていく。
また、公的研究費の使用に関する研究機関からの問
い合わせに対して、資金配分機関が迅速かつ分かりや
すく回答する体制の整備に努める。
研究機関、資金配分機関は「公的研究費の不正使用
等の防止に関する取組について（共通的な指針）」（平
成18年8月31日総合科学技術会議決定）に基づき、上
記取組を具体的に推進する。

平成19年度実施
大学及び研究機
関を所管する各

府省

研究費の交付時期の早期化
（p.20-21）
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４．研究支援の強化（p.22～p.24）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革事項名（報告書の頁） 実施時期 所管府省

研究支援体制の構築（p.23） －

例えば、研究支援者の役割を明確化した上で、研究
支援者を研究室などの単位ではなく一括して集中的に
管理し学部横断的に活用できるよう、研究支援体制を
組織・体系化するなど、各大学や研究機関の方針に
沿って研究支援体制を強化する。

平成18年度以降
逐次実施

大学及び研究機
関を所管する各

府省

競争的資金の間接経費の充当
目標の早期達成（p.24）

－ 競争的資金の間接経費３０％を早期に達成する。
平成18年度以降
逐次実施

競争的資金を所
管する各府省

複数の機関の協力及び民間活
力の活用（p.24）

－

例えば、研究支援体制の強化のため、規模の利益を
活用し、複数の大学や研究機関の間で研究支援の
ネットワーク化を進め、大きな範囲での人材の育成活
用を図る。
また、これに応じて、民間の人材派遣機能を通した組
織外の優秀な人材の積極的活用を行う。

平成18年度以降
逐次実施

大学及び研究機
関を所管する各

府省
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５．女性研究者の活躍を拡大するための勤務環境整備（p.25～p.30）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

育児休業・介護休業等育児又は家
族介護を行う労働者の福祉に関する
法律（平成3年5月15日法律76号）第
5条

育児休業の取得に関する条件の更なる緩和や撤廃
等について検討する。

「新しい少子化対
策について」を踏
まえつつ、平成18
年度より検討・平
成19年度結論

厚生労働省

「改正雇用保険法及び関係省令の
施行等に伴う雇用保険業務の運営
について」（平成17年3月29日付け職
発第0329001号厚生労働省職業安
定局長通達）別添1「育児休業給付
業務取扱要領」第1の1の(3)

育児休業給付の取得に関する条件の更なる緩和や
撤廃等について検討する。

「新しい少子化対
策について」を踏
まえつつ、平成18
年度検討・結論

厚生労働省

大学及び研究機関の研究者のニーズに応えられるよ
う、複数の選択肢を用意し、それが出来ない場合には
合理的な説明を義務付けることを検討する。

「新しい少子化対
策について」を踏
まえつつ、平成18
年度より検討・平
成19年度結論

厚生労働省

育児休業法施行規則第34条で規定されている事業
主が講じるべき「勤務時間の短縮等の措置」に、「在宅
勤務制度」を追加することを検討する。

「新しい少子化対
策について」を踏
まえつつ、平成18
年度より検討・平
成19年度結論

厚生労働省

－

大学及び研究機関においては、法が求める最低限の
義務を果たすだけでなく、例えば、保育施設の運営時
間を延長や、地域や大学の実状に即した保育施設の
整備、長期間の出張時のベビーシッターとの連携、病
児保育等、研究者のワークスタイルに合わせたきめ細
かな対応をする。

平成18年度以降
逐次実施

大学及び研究機
関を所管する各

府省

有期雇用者の育児休業取得条
件等の緩和（p.27-28）

育児休業・介護休業等育児又は家
族介護を行う労働者の福祉に関する
法律（平成3年5月15日法律76号）第
23条、育児休業・介護休業等育児又
は家族介護を行う労働者の福祉に
関する法律施行規則（平成3年10月
15日労働省令第25号）第34条

育児期間中の勤務時間の短縮
等の措置の拡充（p.28-29）
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

採用や競争的資金の募集等に
おける出産・育児期間への配慮
(p.29)

－

出産・育児期間を考慮した年齢制限の緩和や出産・
育児休業から復帰しやすくするための年複数回の応募
時期の設定など、出産・育児期間を明確に考慮し研究
者が不利にならないような措置を講じる。

平成19年度以降
逐次実施

大学及び研究機
関を所管する各

府省

－
研究者の業績評価に当たって出産・育児期間につい
て明確に考慮する。

平成18年度以降
逐次実施

大学及び研究機
関を所管する各

府省

－

任期付任用の研究者が出産・育児によりフルに研究
活動が出来なかった場合には、本人の希望に応じて、
一定期間任期を延長できるよう、 大学及び研究機関
において規定を設けることを検討する。

平成18年度検討・
結論

大学及び研究機
関を所管する各

府省

次世代育成支援対策推進法に
よる行動計画の公表（p.30）

次世代育成支援対策推進法（平成
15年7月16日法律第120号）第12条
第1項、第3項

行動計画の実行についての説明責任を各組織に果
たさせることにより、自主的な取組を加速させるため、
行動計画の公表を義務付けることを検討する。

「新しい少子化対
策について」を踏
まえつつ、平成18
年度より検討・平
成19年度結論

厚生労働省

出産・育児を考慮した業績評価
及び任用期間の延長（p.29-30）
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６．治験を含む臨床研究の総合的推進（p.31～p.43）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

ー
各大学等に分散する臨床研究支援機能を集約するこ
とにより、臨床研究を行う陣容を整え、様々な領域（基
礎研究や工学、薬学、数学など）の人材を集約する。

平成18年度以降
逐次実施

文部科学省
厚生労働省

ー
臨床研究支援拠点の整備において、公的研究投資が
呼び水となって民間資金導入が一層の研究を活性化
させていく好循環を目指す。

平成19年度以降
逐次実施

文部科学省
厚生労働省

ー

大学はこれまで以上に、医師を含む医療職のカリキュ
ラムに臨床研究を盛り込む等、教育と研究において臨
床研究を重視する必要があり、そのために生物統計
学、臨床疫学等を実践的に教育し、臨床研究者を育て
る機能を整備する。

平成18年度以降
実施

文部科学省

ー

学会等と連携して臨床研究者が専門家として正当に評
価される環境を作るなど、臨床研究・臨床試験を業績と
して評価することを推奨する取組みを行い、臨床研究
実績を反映したキャリア・パスを確立する。

平成18年度以降
実施

文部科学省
厚生労働省

ー

臨床研究者が日常診療の傍ら、研究に多大な時間と
労力を費やすことを考慮し、研究従事者や支援者への
経済的インセンティブの付与のために研究費を活用す
る。

平成18年度以降
実施

厚生労働省

臨床研究支援体制等の整備・
増強（p.35-36）

臨床研究者・臨床研究支援人
材の確保と育成（p.36-37）
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

「臨床研究に関する倫理指針」を治験にあるように法律
に基づく実施基準に改正する。その際には、被験者に
対する補償などを含めた臨床研究の被験者保護制度
を確立し、かつ、臨床研究全体についてICH-GCPへの
準拠を原則とし、行政、医師・医療機関、被験者の適切
なリスク・責任分担体制を整備する。

平成18年度以降
実施

厚生労働省

臨床研究の安全性と品質管理の観点から、行政がモ
ニタリング基準（研究のリスクに応じた基準）を明示し、
監視機能を充実させるため、現在我が国で一部実施さ
れている臨床研究登録情報をネットワーク化し、公開
する。

平成18年度以降
実施

厚生労働省

医薬品の臨床試験の実施の基準に
関する省令（平成９年３月２７日省令
第２８号）

マイクロドージングを含む探索的早期臨床試験につい
て、その導入に向けて欧米のような指針を早急に検討
する。

平成18年度より
検討・
平成19年夏結論

厚生労働省

機構は人員の拡大（例えば３年間で審査人員をおおむ
ね倍増）、治験着手から新薬承認までの期間短縮や人
材の育成を図る工程表を示す。その際には、製薬企業
からの審査費用の増額により、民間活力の活用を含む
審査体制の拡充を図る。

平成18年度より
検討・
平成19年夏結論

内閣官房
総務省
財務省
厚生労働省

先端科学を応用した新薬や医療機器の治験相談や承
認申請に対して、速やか且つ的確に対応できるように、
研修を充実させるなど、審査官のレベルアップを図る。

平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

厚生労働省

審査官の待遇を見直し、例えば医師・薬剤師等の現場
経験者を優遇する制度などの整備を通じて、キャリア・
パスを確立する。

平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

厚生労働省

特に機構と規制対象の会社の関係に注意しつつ、機
構の就業規則を緩和する。

平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

厚生労働省

臨床研究を推進するための制
度的枠組みの整備（p.37-p.38）

独立行政法人医薬品医療機器
総合機構の承認審査の迅速
化・効率化（p.38-p.40）

臨床研究に関する倫理指針（平成１
５年７月３０日）
医薬品の臨床試験の実施の基準に
関する省令（平成９年３月２７日省令
第２８号）

簡素で効率的な政府を実現するた
めの行政改革の推進に関する法律
（平成１８年６月２日法律第４７号）第
５３条（５年で人件費５％削減）
独立行政法人医薬品医療機器総合
機構就業規則（平成１６年４月１日）
５条及び８条
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

臨床試験に関するガイダンス（厚生
省通知）

厚生労働省は産業界の意見も聞いて、審査の透明化
を図り、効率化を促進するために、承認審査基準を明
確化する。

平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

厚生労働省

従来の医療機器の審査基準を現状の医療開発水準に
即したものに改正する。

平成18年度以降
逐次実施

厚生労働省

日々改良を重ねる医療機器については、研究開発の
スピードをいたずらに遅延させないよう、安全性と有効
性を考慮しつつ、軽微な改良の場合、申請を不要とす
るなど判定基準の明確化するとともに、その申請不要
の範囲の拡大を検討する。

平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

厚生労働省

規制当局は海外治験データの国内での活用、既に海
外で承認を受けた医療機器について審査の簡素化を
図ってきたところであるが、継続して承認審査の合理化
に取り組んでいく必要がある。

平成18年度より
検討・平成19年度
夏結論

厚生労働省

簡素で効率的な政府を実現するた
めの行政改革の推進に関する法律
（平成１８年６月２日法律第４７号）第
５３条（５年で人件費５％削減）
独立行政法人医薬品医療機器総合
機構就業規則（平成１６年４月１日）
５条及び８条

機構の医療機器専門審査官の充実・育成を図る。
平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

内閣官房
総務省
財務省
厚生労働省

医療機器の臨床試験の実施の基準
に関する省令（平成１７年３月２３日
省令第３６号）
細胞・組織を利用した医療用具又は
医薬品の品質及び安全性の確保に
ついて（医薬発906号　平成11年７月
３０日厚生省通知）

細胞・組織を利用した医療機器や医薬品の審査を迅速
化、効率化するために、細胞・組織を利用した新技術
の安全評価基準を明確化し、かつ確認申請もしくは治
験計画届に係る調査において重複する部分を簡素化
する。

平成18年度より
検討・平成19年夏
結論

厚生労働省

独立行政法人医薬品医療機器
総合機構の承認審査の迅速
化・効率化（p.40-p.43）

臨床試験に関するガイダンス（厚生
省通知）
医療用具の製造（輸入）承認事項の
一部変更承認申請の取り扱いにつ
いて（薬機第６２号　平成９年３月３１
日厚生省通知）
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

国際共同治験の推進（p.41-
p.42）

臨床研究に関する倫理指針（平成１
５年７月３０日）、医薬品の臨床試験
の実施の基準に関する省令（平成９
年３月２７日省令第２８号）
医療機器の臨床試験の実施の基準
に関する省令（平成１７年３月２３日
省令第３６号）

国内外の治験データの有効活用の促進のために、日
本のGCPや、その運用のあり方について検討する。
治験を迅速化しコストを下げるために、ＩＴを利用した施
設間のネットワーク作りや治験に係る書類様式の統一
化する。

平成18年度以降
実施

厚生労働省

治験の情報提供活動の規制緩
和（p.42-43）

薬事法（昭和35年8月10日法律第
135号）第68条

どの医療機関で何の薬剤の臨床研究（治験）を行って
いるかを明確にし、被験者が治験・臨床試験に参加し
やすくするために、インターネット等を通した情報提供
や広告規制のあり方を検討する。

平成18年度以降
実施

厚生労働省

健康保険法（大正１１年４月２２日法
律第７０号）第８６条

治験で認められているのと同様に、一定の条件の下、
欧米の制度を参考にしつつ臨床研究においても研究
的診療に保険診療の併用を可能とする。

平成18年度より
検討・平成19年春
結論

厚生労働省

ー
入院や外来等の形態を問わず、治験の参加の度合い
や負担に配慮した支払いを行うことについて検討する。

平成18年度以降
実施

厚生労働省

被験者に対するインセンティブ
の付与（p.43）
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７．国民の科学技術に対する理解の増進（p.44～p.48）

制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

－
理解増進活動について、全体像を把握し、活動の体系
化、関係団体等のネットワーク化などを図る。

平成18年度以降
逐次実施

文部科学省

－
情報収集やネットワーク化などの活動について、中核
として担当する機関を定めて、関係団体等の連携のも
とに行う。

平成18年度以降
逐次実施

文部科学省

－
科学技術への関心や理解度に係る状況を等について
継続的に把握し、理解増進活動全体の効果を高めるよ
う、フィードバックする。

平成18年度以降
逐次実施

文部科学省

－

研究機関においては、例えば、担当する組織体制の整
備や機関の研究費総額に対する理解増進に係る事業
経費の比率について目標を設定するなどしながら、理
解増進活動の具体的な行動計画を策定して、その組
織的な強化を図ることを検討する。

平成19年度以降
逐次実施

研究機関を所管
する各府省

－

大学においては、研究活動等の実情を踏まえつつ、理
解増進活動を重要な活動として位置付け、競争的資金
への関係経費の積極的な計上や間接経費等の有効な
活用を図るなどしながら、教育研究機関としての特性を
活かした理解増進活動の組織的な取り組みを強化す
る。

平成19年度以降
逐次実施

文部科学省

理解増進活動全体の体系化・
組織化(p.45-46)

大学や研究機関における理解
増進活動の恒常化(p.46)
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制度改革事項名（報告書の頁） 制度改革の根拠法令等 制度改革の概要／検討の概要 実施時期 所管府省

競争的資金制度における理解
増進活動の充実(p.46-47)

－
競争的資金制度における理解増進事業の実施、採択
課題における理解増進活動の推奨などの取組を行う。

平成19年度以降
逐次実施

競争的資金制度
を所管する各府

省

理解増進活動に対する評価の向上などを図る。
平成18年度以降
逐次実施

大学及び研究機
関を所管する各

府省

アウトリーチ活動の組織的な展開や理科増進活動を評
価した顕彰、現役を退いた者を含め理解増進活動に関
わりやすくする仕組みを設けるなどより一層の取組を
行う。

平成18年度以降
逐次実施

日本学術会議や
学協会を所管す
る各府省

研究者コミュニティにおける理解
増進活動の位置付けの向上
(p.47-48)

－
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